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事後評価シート

【評価年月】 平成１６年４月

【主管課・室】 総合環境政策局環境影響評価課

【評価責任者】 環境影響評価課長 梶原 成元

施策名、施策の概要及び予算額

Ⅱ－５－（２） 戦略的環境アセスメントの推進施 策 名

国や地方公共団体の施策の策定等に当たって、個別の事業の計画、実施に
施策の概要

枠組みを与えることになる計画（上位計画）及び政策について、環境保全上

の適切な配慮を確保するためのシステム導入を推進する。

２９，１３７千円予 算 額

目標・指標、及び目標の達成状況

国や地方公共団体の施策の策定等に当たって、個別の事業の計画、実施に目 標

枠組みを与えることになる計画（上位計画 、政策について、環境保全上の）

適切な配慮を確保すること。

○いくつかの個別事業分野における上位計画策定に当たって、環境保全上の
達成状況

適切な配慮を確保するためのシステムに関する具体的な考え方や手法が示さ

れた。また、東京都や埼玉県において、上位計画に関して環境配慮を確保す

るための条例や要綱が制定されるとともに、いくつかの上位計画に対しては

環境影響評価が実際に実施された。

国の行政機関によって、上位計画、政策について環境保全上の適切な配慮下位目標１

が行われること。

○河川整備計画等いくつかの個別事業分野において、上位計画及び政策につ
達成状況

いて環境保全上の適切な配慮が行われるためのシステムについての考え方が

示された。環境省においては、それらに関する調査研究を実施した。

地方公共団体によって、上位計画、政策について環境保全上の適切な配慮下位目標２

が行われること。

○東京都や埼玉県において、上位計画に関して環境配慮を求める条例や要綱
達成状況

、 。が制定され いくつかの上位計画に対する環境影響評価が実際に実施された

また、環境省において一般廃棄物処理計画策定における戦略的環境アセスメ
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ント試行ガイドラインを作成し、市町村が戦略的環境アセスメントを実施す

るに当たっての具体的な進め方や留意事項を提示した。

事業者によって、上位計画について環境保全上の適切な配慮が行われるこ下位目標３

と。

○都市開発に当たって環境保全上の適切な配慮を行う例が見られるなど着実
達成状況

に進んでいる。

評価、及び今後の課題

（公益性、官民の役割分担等）【必要性】

○当該施策は行政機関等が策定する上位計画や政策に対して環境保全上の配

慮がなされるために必要である。国が策定する上位計画や政策については国

が、地方公共団体が策定する上位計画や政策については地方公共団体が、そ

れぞれ環境保全上の配慮を行う必要がある。

評 価 【有効性 （達成された効果等）】

○現在戦略的環境アセスメントの導入が始まりつつあるところであり、すぐ

に効果測定は出来ないが、今後効果が期待できる。

（効果とコストとの関係に関する分析等）【効率性】

○上位計画や政策の段階で環境保全上の配慮を行うことにより、事業実施段

階で環境保全上の配慮を行う場合に比べ、より少ないコストで大きな環境保

全上の効果が期待できる。

目標に対する総合的な評価><

○いくつかの個別の事業分野について、上位計画策定に当たって環境保全上

の適切な配慮を確保するためのシステムに関する、具体的な考え方や手法が

示された。また、東京都や埼玉県において、上位計画に関して環境配慮を求

める条例や要綱が制定されるとともに、いくつかの上位計画に対し実際に環

境影響評価が実施される等、目標達成のためのシステム構築の動きが見られ

た。全体として目標に向け進展があったものの、未だ全ての上位計画や政策

について環境保全上十分な環境配慮のシステムが導入されている状況にはな

い。

○上位計画について環境保全上の適切な配慮を行うための手法について、よ

り一層明確化する必要がある。

○可能な分野や可能な具体的計画から配慮を行うためのシステムを実施した今後の課題
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実例の積み重ね、有効性、実効性の検証。それを踏まえた環境配慮のあり方

に関するガイドラインの作成。そのための各事業所管官庁や都道府県との情

報交換等を促進する必要がある。

○現在ほとんど調査検討が進んでいない政策レベルにおいて環境配慮を行う

ための手法について、調査検討を開始する必要がある。

○ＥＵのＳＥＡ（戦略的環境アセスメント）指令において、加盟国は２００

４年７月までにＳＥＡを制度化することが義務づけられていることから、Ｅ

Ｕ諸国等諸外国の制度、実例について情報収集・整理する必要がある。

政策への反映の方向性

理由の説明反映方向分類

１ ○実例の集積に寄与するように地方自治体との協力関係を強化し、将来

的に集積した実例についてその有効性、実効性を検証し、その上でガイ

ドラインの作成を図るなど、今後さらに目標の達成に向け、施策を促進

する必要がある。



［Ⅱ 5 2 ］ 4- -( ) -

【別紙】

事務事業シート

Ⅱ－５－（２） 戦略的環境アセスメントの推進施 策 名

戦略的環境アセスメント手法等整備費（２９百万円）施策共通の

主な政策手段等

事務事業名 事業の概要 主な政策手段等

（関連下位目標番号）

戦略的環境アセスメ ・戦略的環境アセスメントを促 ・戦略的環境アセスメント手法

ントの推進 進するため、戦略的環境アセス 等整備費 （２９百万円）

（下位目標１～３） メントの手法等の調査検討。


